
位一体改革の具体案を取りまとめるよう

要請されたことから、全国知事会（以下、

知事会）が中心になって改革案をまとめ

たわけですが、その改革案提示の前提

条件として、われわれ地方の側が設置を

求めていた「国と地方の協議の場」が開

催されたことを私は大変高く評価してい

ます。そこでは、国と地方が対等な関係

で真剣な協議を重ね、日頃のわれわれ

の思いについて忌憚のない意見を述

べることができました。

―― 補助金廃止・削減という各

自治体にとって痛みの伴う改革で

すが、「小異を捨てて大同に就く」

として意見をまとめられました。

上田 都道府県議会議長会で

は数次にわたる役員

国の役割、地方の役割

―― 2004年7月、全国都道府県議会

議長会（以下、都道府県議会議長会）

の会長に就任され、三位一体の改革案

について地方団体の意見を集約すると

いう大役に当たられました。

上田 小泉総理から地方に対して、三

会や臨時総会を開催して、議長の皆さ

んのご意見を十分承るよう努めました。

自治体はそれぞれ事情が異なり、多様

な問題を抱えています。意見の集約は

容易ではありません。知事会もそうでしょ

う。特に私が就任した時期は、度重なる

台風や集中豪雨が全国に甚大な被害を

もたらした直後で、自然災害対策、治

山・治水の事業について、国の側には

「県管理で責任を持つことができるのか」

ということを言う方がいらっしゃったり、議

長の中には「うちの議員から文句が出

る」と動揺される方がいらっしゃったりし

ました。皆さん、もろもろの事情を抱え、

心中複雑だったことと思います。それで

も今回、3,000余の自治体が一つにまと

まったのは、大変厳しい地方財政状況

があり、このままでは地方自治の自主性

が失われかねないという強い危機感を

共有していたことが理由として挙げられ

るでしょう。

権限、税源が移譲されるとき
地方議会に求められる役割
地方分権が進むとき、地方議会はどのような役割を果たすべきか、
また、そのためにはどのような条件整備が必要か。富山県議会議長であり、
今回、全国都道府県議会議長会の会長として三位一体改革の取り組みに当たられた上田信雅氏にうかがった。

上田信雅氏 全国都道府県議会議長会会長／富山県議会議長



―― その地方の改革案に応えるかた

ちで、国が「全体像」を示しました。

上田 個別に内容を見ていけば、義務

教育費の問題が先送りにされたり、不透

明な部分が残されたりなど、今後詰めて

いかなければならない問題は多々残っ

ています。しかし、私が評価したいのは、

これから国と地方の協議の場で「全体

像」を一つひとつばらしながら、国、地方、

それぞれの役割分担が決まり、責任が

明確になっていくであろうという点です。

従来は、それが明確ではなかった。それ

が国の「全体像」の不透明さに現れて

いる、そのようにとらえれば、地方分権の

流れの中、一つひとつ話を進めていく上

で重要なステップだと思います。

―― 「全体像」で問題であるとお感じ

になる部分は。

上田 まず、国民健康保険など社会保

障の問題です。高齢社会を迎えるとき、

福祉がどうあるべきか、それはまさしく国

家的命題なのですから、まず国が今後

の制度のあり方についてきちんと議論を

したうえで、国の役割、地方の役割を決

めるべきで、それがない現時点で三位一

体の議論に持ち込むのは早計です。国

はそのように社会保障に白羽の矢を立

てる一方、公共事業関係の補助金につ

いては一般財源化せず、「交付金化」と

いう曖昧なかたちにしてきました。いか

にも聞こえはよく、「若干自治体の裁量が

増す」と説明されるものの、実際にはど

うなるのか。相変わらず箇所付けが入

り、われわれは東京に出向き、官庁にお

願いしなければならないのか。名称が変

わっただけで実態は何ら変化がないの

ではないか、そのような懸念をぬぐえま

せん。県では、来年度予算を組むにして

も弱っています。国も検討する時間が短

くはっきりしたかたちを示せなかったこ

とは理解しますが、公共事業のうちでも、

地方の裁量に委ねてよいものはたくさん

あります。都道府県管理の中小河川は

地方に任せ、一級河川は都道府県から

負担金を取らず、国で整備すべきでしょ

う。また、災害復旧や自然災害対策など

は、当然国が責任を持つべきで、「手を

引く」などと脅しをかけるようでは国家の

体を成しません。

―― 財政調整のあり方など、今後の議

論が深まるにつれ、自治体間の「小異」

がクローズアップされるのでは。

上田 今後、財政力の強いところ、弱い

ところ、個々の利害が表面化してくるで

しょう。確かにそこは頭が痛いところで

すが、今後とも地方の団結を守っていか

なければなりません。その点、今回、地方

六団体が心を一つにして国と協議をし

たこと、そして国の政策決定過程に地方

が関与するかたちが整ってきたことは重

要な意味を持ってくるはずです。今後は

さらに地方だけでまとまるのではなく、「地

方分権推進連盟」※1を立ち上げ、国会議

員の方々にも呼びかけ、地方分権の意

義を共有していただける方々にご参画

いただくつもりです。

財政再建の道筋

―― 財政再建という観点から、財務省

は地方財政計画※2について、地方単独

の公共事業費の使い残しが一般行政

経費に回されているなどの指摘をしてい

ます。

上田 財務省は「地方交付税を7兆円

か8兆円減らす」と言い出し、地方で無

駄な支出があるということで、結婚祝い

金やペットの避妊など細かいことまであ

れこれ文句を付けてきました。そもそも

交付税は紐付きではない。使途につい

ては各地方の考え方に任せるべきです。

また、交付税について「どれだけ投資的

経費にかけているか」という点を指摘し

ますが、今や市町村の仕事はソフト面の

ものが多くなっているのが現状です。そ

のような視点で、これは無駄、これは無駄

でないと言うのはいかがなものでしょうか。

―― 財務省も国全体の財政状況を懸

念してのことなのでは。

上田 それは分かります。財政再建の

必要性は、すべての都道府県、市区町

村、異論のないところでしょう。であれば

こそ、まずは補助金制度の非効率性そ

のものを問うべきです。陳情のための交

通費など比較的見えやすいもののほか、

会計検査のコストなど、企業の会計基準

に照らせば、莫大な間接費がかかって

います。一つの補助金を受けるために、

一体いかほどのお金が消えているのか。

霞が関で絵を描く。自治体には決定権

も与えないが、責任も問わない。その仕

組みが国家財政をおかしくしてきたので

はないか。無論、これまでの中央集権型

の国家経営による成果もあります。全国

どこでも同一レベルの義務教育は受け

られる。さまざまなインフラ整備も整って

いる。それほど酷い生活レベルの格差は

ない。そのような成果は評価しなければ

ならないとしても、もう時代が変わったと

いうことです。

―― 「北から南まで全国一律に」という

手法に限界が訪れたということですね。

上田 大事なことは住民参加型の地方

自治、地方政治の確立です。従来の中

央集権的な仕組みでは、住民の参画意

識が働きにくい。そこを変えなければ、国

全体が成熟に向けた次の段階への脱

皮を図れないでしょう。国は、住民自治

に関する細かいところにいちいち関与し

ていただかなくてもよい。必要なのは、
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※1 地方分権推進連盟：2004年11月、地方六団体が三位一体改革を実現し、地方分権を推進するために結成した。
※2 地方財政計画：地方公共団体の翌年度の歳出総額を見込んだもの。地方財政全体の収支を明らかにするため、

国の予算編成と並行して作成される。財源が不足する場合は、国が措置を講ずる。

地方分権・三位一体改革が
日本を再生する!!
～戦後民主主義の変容～



源が移されるとき、それをしっかり受け止

めるための体制づくりが大切であること

は十分認識しています。

知事と議会の関係

―― 上田議長は、地方制度調査会の

委員としても活動されていますが、地方

に権限、税源が委譲されるとき、地方議

会に求められる役割についてお聞きした

いと思います。

上田 知事と同じように、選挙で選ばれ

るわれわれ議員は、二元代表制の一翼

として、住民を代表して、執行機関を批

判、監視しなければなりません。ところが

同時に、われわれは県内の地域の代表

という立場もあります。予算をつけるの

は知事ですから、地域のことについて

は、知事に頼まなければならない。その

ような矛盾を抱えています。

―― 三位一体の改革に絡んで、与党

に、首長の多選禁止を求める動きがあり

ます。首長の権限は「アメリカ大統領以

上」と表現されることもあるほどですが、

地方分権が進めば、さらに力を強めるの

では。

上田 自民党の武部幹事長が「知事の

推薦は3期まで」と発言されましたが、二

元代表制のバランスについては考えて

いかなければならない点があります。例

えば、議会の招集権が知事にあり、議長

にはない。議長を通さず、議員が個人で

連署で出す、という変則のかたちはあり

ますが※3、議長が議会を招集できない。

そのため、例えば定例議会の狭間に、知

事が何か問題を起こしたとき、議長が議

会を招集して知事に物申す、ということ

ができません。また議会事務局の人事権

も知事にあります。その中で、いかに独

立した機能を担保する体制を構築する

か。さまざまな課題があることから、現在、

都道府県議会議長会では、地方議会の

機能強化のための制度的課題について

「都道府県議会制度研究会（座長・大森

彌千葉大学教授）」で有識者にご検討

いただいているところです。議長会とし

ても、お互い研鑽に努め、しっかりとした

政策提言、議員提案をしていかなけれ

ばならない。そのための議会改革を進め

たいと思います。

―― 政策提言能力もいっそう問われ

ることになると思われます。

上田 地方分権が進み、地方の自由度、

裁量度が増せば、地方議員の働き甲斐

が増します。しかし同時に政策立案能

力、提言能力を磨いていかなければなり

ません。そのときの懸案が費用のことで

す。能力を高めるには研修を受けたり、足

を運んで、人の意見も聞いたりしなけれ

ばならない。行動範囲が広がれば、費用

は膨らみます。また、議員の仕事が高度

化すれば、兼職も難しくなるはずです。

―― 議員の数を減らし、一人当たりの

歳費を増やしては。

上田 方法はいろいろあるでしょうが、い

ずれにせよ、地に足の着いた議員活動を

するには生活の安定を保障しなければな

らない。落選したら、明日の生活の保証

がない。「それでも専念せよ、報酬、年金

は絞る。」それでは大変ですから。

―― 地域に根差した活動の中、地域

の実情、ニーズをよくご存じの地方議員

が果たせる役割は大きいはずです。

上田 私自身のことで言えば、若いとき

から青年団、消防団、ＰＴＡと地域に密

着した活動をしてきましたし、地方議員も

30年余りやっていますから、地方の声を

知ることについては役人より誰より勝っ

ているとの自負はあります。農業にして

も、霞が関で、転作面積がどうだとか、転

「国はここまで関与して保証する。ここか

らは地方が責任を持つ。」という基準を

明確にすることです。身近なところで身

近な問題を考えてもらう。自分たちのお

金がどう使われているか、それが見えや

すくなれば、住民の参加意識も高まり、関

心も高まります。自分たちの手で自分た

ちのまちづくりをするために、首長、議員

を選び、情報開示を求める。仮に自分た

ちの思いと違う方向へ進もうとしたり、お

かしなことをしたりすれば、選挙で落と

せばよい。政治への関心が高まり、それ

が行政のスリム化にもつながる。皆で汗

を流し、よりよい地域づくりに励む。その

結果、地域に活気が生まれ、税収も伸び

る。それが財政再建にも寄与し、地方の

取り組みが国全体をレベルアップさせる。

そのような三位一体改革であるべきで

す。そして今、それを実現する機会が訪

れているのです。今、この流れの中でそ

れを成さなければ、日本の将来は本当

に危ういでしょう。かつてのように国会議

員にあれこれ頼み、利益誘導してくれれ

ば選挙で応援するというスタイルは通ら

ない時代です。国民はそれほど愚かで

はありません。

―― 三位一体改革の議論の席で、国

会議員の「地方がつまらぬ金の使い方

をするのではないか」という発言に議長

は猛反発されましたが、税源、権限の受

け皿としての自治体の機能をさらに拡

充する必要があるのでは。

上田 国会議員や中央官庁の官僚に

は、地方に対する不信感があるのかもし

れません。地方は信用ならない、と頭ご

なしに言われれば、大変不愉快ですが、

自治体の自己決定、自己責任の幅が拡

大するとき、住民ニーズに応えて、より創

意工夫に富んだ施策を、より効率的に展

開しなければならない。国から権限や税
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※3 地方自治法第101条「普通地方公共団体の議会は、普通地方公共団体の長がこれを招集する。議会定数の四
分の一以上の者から会議に付議すべき事件を示して臨時会の招集の請求があるときは、当該普通地方公共団
体の長は、これを招集しなければならない。」との規定による。
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作奨励金がどうだとか考えるより、地方

に任せていただきたい。農家は金で釣

って動くものではありません。農産物の品

質をよりよくして、流通経路に乗せていく。

そのためには栽培農家など関係者と一

体になって取り組まなければならならい。

地方議員なら農家の気持ちを汲み、メリハ

リを付け、効率的に予算を配分して応援

できます。生きた金の使い方ができるので

す。だからこそ裁量権を地方に与えてい

ただきたい、と申し上げているのです。

―― そのための分権であると。

上田 今回、全国の自治体が結束した

根底には、個々のそのような思いがある

はずです。「国と地方の協議の場」で、

私が訴えたのは「国から見て、地方はそ

んなに信用ならない存在ですか。いや、

そうではない。われわれは志を持って、

しっかりやろうとしている」ということです。

大多数の地方議員は、地域を良くしたい

という志を立てて立候補する。ところが、

住民のご支援をいただいて当選して、

「さあ地域のために粉骨砕身働こう」と

思うと、いろいろな足枷のため、やりたい

ことができない。いちいち国に陳情する。

補助金は使い勝手が悪く、必要でないも

のをつくらないともらえない。そのような

壁に突き当たる。日本中の地方議員が

その忸怩たる思いを抱えているからこ

そ、一つにまとまって地方分権を求めた。

議長会の皆さんが強調したのもその点

です。自分たちの手で、自分たちのまち

をつくりたい。それがわれわれ地方議員

の志したところではないか。事情はそれ

ぞれ異なっても、その原点に返ろう。中

央から反論もあるが、地方分権の流れを

止めてはならない。大事なのは今、われ

われの手でこの機会をしっかりつかむこ

とだ。そう繰り返すうち、「大変だろうが

がんばれ」、「体をこわすな」と激励の声

をかけていただくようになり、最終的には

心一つにまとまっていただけました。国

会議員や官僚の多くは「国からの金が

削られれば、地方は大変なことになる。も

らえるものはもらったほうがよい」という

見方をしていたのかもしれません。立場

の違いと言えばそれまでですが、そこは、

われわれの気持ちと大きく食い違ってい

たということでしょう。

―― 都道府県の連携ということでは、

道州制の議論が活発になっています。

上田 北陸においても、共通する課題

はいろいろあります。広域の災害や治

安、安全についての応援態勢、あるいは

北陸新幹線が開通したときの、並行在

来線の問題は、富山県、石川県、福井県

もかかわります。各県それぞれソロバン

を弾くだけでなく、一緒に考えるべきこと

もある。産学官の連携にしても、例えば

石川県にある金沢大学と富山県の企業

が連携してもよいはずです。もちろん、し

のぎを削って競い合う関係も大切です。

例えば環日本海圏の韓国や中国、ロシ

アとの関係が深まるとき、北陸3県、それ

ぞれ特色をアピールする。それはよいと

して、足の引っ張り合いをしていても始

まりません。何しろ相手は大きい。北陸3

県を合わせて人口は300万人程度です

が、富山県と友好県省の関係にある中

国の遼寧省は4,000万人です。向こうに

してみれば、北陸3県は同じ町内のよう

なものでしょう。都道府県も、そのような

高い視点で、効率的な機能分担を図り、

将来を考えるべき時代が訪れています。

隣県で連携し、将来について考える。それ

が地方議員の大切な役割の一つになっ

ていくのでしょう。テーマによっては県の

垣根を越え連携する。それが進めば、行き

着くところが道州制なのかもしれません。

読者の皆様のご意見・ご感想をお寄せください。

h-bunka@lec-jp.com

全国都道府県議会議長会会長／富山県議会議長

上田信雅（うえだのぶまさ）
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1978年砺波市議会副議長に就任。1983年砺波市議会議長

に就任。1987年富山県議会議員に初当選現在5期目。その後、

農林水産、総務企画、新幹線・総合交通対策特別の各委員長

を歴任。2000年第102代（戦後第58代）富山県議会副議長に

就任。2004年第112代（戦後第58代）富山県議会議長に就任。

2004年7月全国都道府県議会議長会第57代会長に就任。

地方分権・三位一体改革が
日本を再生する!!
～戦後民主主義の変容～


